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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２ 第56期及び第57期中間期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載していない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

  

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) ― ― 17,345 ― 37,934

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) ― ― △326 ― 282

当期純利益又は 
中間純損失（△） 

(百万円) ― ― △183 ― 13,758

純資産額 (百万円) ― ― 3,426 ― 2,133

総資産額 (百万円) ― ― 23,220 ― 24,282

１株当たり純資産額 (円) ― ― 44.15 ― 32.63

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失（△） 

(円) ― ― △2.73 ― 248.30

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 14.8 ― 8.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― 2,635 ― △1,448

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― 56 ― 1,333

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― △1,600 ― 906

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 4,783 ― 3,692

従業員数 (名) ― ― 515 ― 536



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 第56期及び第57期中間期より連結財務諸表を作成しているため、第56期及び第57期中の持分法を適用した場合の投資損

失、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は記載していない。 

  

回 次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 16,037 15,845 15,173 44,016 35,603

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) △538 △400 △390 △892 155

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△） 

(百万円) △878 12,827 △225 △21,868 13,678

持分法を適用した 
場合の投資損失 

(百万円) 19 95 ― 198 ―

資本金 (百万円) 3,760 1,171 1,886 3,760 1,171

発行済株式総数 (千株) 42,585 64,016 77,606 42,585 65,984

純資産額 (百万円) 7,011 989 3,246 △13,823 1,992

総資産額 (百万円) 57,616 47,692 21,956 52,805 22,905

１株当たり純資産額 (円) 164.75 15.60 41.84 △324.81 30.47

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間 
(当期)純損失（△） 

(円) △20.65 280.37 △3.35 △513.81 246.25

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ ─ ― ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ─ ─ ― ─ ─

自己資本比率 (％) 12.2 2.1 14.8 △26.2 8.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,514 △1,178 ― 3,726 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △358 1,805 ― 152 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,509 △503 ― △1,258 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 927 3,023 ― 2,900 ―

従業員数 (名) 623 480 437 584 452



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 従業員数は、当社グループから他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員である。 

２ 当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っているため、小分類である土木・建築に区分して記載してい

る。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていない。また、労使関係についても特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

土木部門 167 

建築部門 183 

全社共通 165 

合計 515 

従業員数(名) 437 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当社グループは、前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との対比の記載

はしておりません。 

(1) 業績 

（建設事業） 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油・素材価格高騰等の不安材料があったものの、企業収益の改

善とともに設備投資が増加し個人消費も堅調に推移するなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

建設業界におきましては、企業収益の改善を背景に民間設備投資は増加したものの、公共投資は依然として減

少基調が継続しており、総体的には厳しい状況で推移いたしました。 

当社グループはこのような状況下、「佐田建設再建計画」の達成と収益力の向上に全力で取組んでまいりまし

たが、以下の結果となりました。 

当中間連結会計期間の業績は売上高173億4千5百万円、営業損失は2億6千3百万円、経常損失は3億2千6百万円、

中間純損失は1億8千3百万円となりました。 

当社の業績につきましては、受注高は、土木工事46億3千9百万円（前年同期比10.9％減）、建築工事141億8千

万円（前年同期比64.9％増）、合計188億1千9百万円（前年同期比36.3％増）となりました。工事別内訳は、土木

工事24.7％、建築工事75.3％であり、発注者別内訳では、官公庁工事32.4％、民間工事67.6％であります。 

売上高につきましては、土木工事42億1千3百万円（前年同期比38.7％減）、建築工事109億6千万円（前年同期

比22.2％増）、合計151億7千3百万円（前年同期比4.2％減）となりました。工事別内訳は、土木工事27.8％、建

築工事72.2％であり、発注者別内訳では、官公庁工事28.0％、民間工事72.0％であります。 

繰越高につきましては、土木工事127億9千4百万円（前年同期比3.4％減）、建築工事279億2千3百万円（前年同

期比17.5％増）、合計407億1千8百万円（前年同期比10.0％増）となりました。工事別内訳は、土木工事31.4％、

建築工事68.6％であり、発注者別内訳では、官公庁工事30.5％、民間工事69.5％であります。 

中間純損益につきましては、販売費・一般管理費、借入金利息等の圧縮に努めたものの、不採算工事の完成な

どにより2億2千5百万円の中間純損失となりました。 

  

  

（注）上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況等につきましては次のとおりです。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

売上債権の回収（4,980百万円）及び未成工事受入金の増加（1,179百万円）等による資金増加と仕入債務の支

払（446百万円）及び未成工事支出金の増加（2,983百万円）等による資金減少により、26億3千5百万円の収入超

過となりました。 

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

貸付金の回収等による資金増加により、5千6百万円の収入超過となりました。 

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

社債の発行（1,500百万円）による資金増加と有利子負債の圧縮（3,099百万円）等による資金減少により、16

億円の支出超過となりました。 

これらにより、「現金及び現金同等物中間期末残高」は、前期末残高から10億9千1百万円増加し47億8千3百万

円となりました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との対比の記載

はしておりません。 

(1) 受注実績 

（注）上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

(2) 売上実績 

（注）１ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

３ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

なお参考のために提出会社の事業の状況は次のとおりである。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を含

む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 

４ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間についてみ

ても次のように変動している。 

  

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 

建設事業 20,665

合  計 20,665

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 

建設事業 17,345

合  計 17,345

期 別 
工事 
区分 

期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計
(百万円) 

期中完成
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 期中 
施工高 
(百万円) 手持工事高

(百万円) 
うち施工高 
(％、百万円) 

前中間会計期間 
(自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日) 

土木 14,907 5,207 20,115 6,874 13,241 18.1 2,400 6,766

建築 24,145 8,598 32,743 8,970 23,772 13.9 3,297 9,555

計 39,053 13,805 52,858 15,845 37,013 15.4 5,698 16,321

当中間会計期間 
(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日) 

土木 12,369 4,639 17,008 4,213 12,794 22.5 2,879 5,483

建築 24,703 14,180 38,883 10,960 27,923 19.0 5,319 13,206

計 37,073 18,819 55,892 15,173 40,718 20.1 8,198 18,689

前事業年度 
(自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日) 

土木 14,907 12,451 27,359 14,989 12,369 13.0 1,609 14,090

建築 24,145 21,171 45,316 20,613 24,703 12.4 3,072 20,972

計 39,053 33,623 72,676 35,603 37,073 12.6 4,682 35,062



(注) 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

(3) 完成工事高 

  

(注) １ 完成工事高のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間 請負金額２億円以上の主なもの 

  

当中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。 

前中間会計期間及び当中間会計期間ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

３ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

  

(4) 手持工事高(平成17年９月30日現在) 

  

期 別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期(Ａ) 
(百万円) 

上半期(Ｂ) 
(百万円) 

(Ｂ)／(Ａ)
(％) 

１年通期(Ｃ)
(百万円) 

上半期(Ｄ) 
(百万円) 

(Ｄ)／(Ｃ) 
(％) 

第54期 43,486 20,371 46.8 52,822 26,153 49.5

第55期 39,135 19,295 49.3 44,016 16,037 36.4

第56期 33,623 13,805 41.0 35,603 15,845 44.5

第57期 ― 18,819 ― ― 15,173 ―

期 別 区 分
官公庁
(百万円) 

民間
(百万円) 

計 
(百万円) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

土木工事 4,939 1,935 6,874 

建築工事 2,000 6,970 8,970 

計 6,939 8,905 15,845 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

土木工事 2,580 1,633 4,213 

建築工事 1,674 9,285 10,960 

計 4,254 10,919 15,173 

日本道路公団 北関東自動車道 あずま西工事 

関東地方整備局 大事沢第４砂防ダム工事 

社会福祉法人 ようこう会 ケアハウス元総社新築工事 

前橋市 広瀬第五団地ＵＥ棟公営住宅新築建築工事 

東北農政局 馬淵川沿岸（二期）農業水利事業 中村第２ファームポンド工事 

日本道路公団 近畿自動車道（紀勢線）三瀬工事 

関東地方整備局 埼玉県警察学校生徒寮建築工事 

赤城村 
平成１６年度老人福祉施設整備費国庫補助事業 

赤城村特別養護老人ホーム「（仮称）しきしま」新築工事 

独立行政法人 都市再生機構 コンフォール霞ヶ丘（建替）第２期基盤整備その他工事 

関東地方整備局 吾妻新橋下部工事 

区 分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円) 

土木工事 9,789 3,005 12,794 



  

(注) １ 手持工事のうち請負金額８億円以上の主なものは、次のとおりである。 

  

  

２ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

建築工事 2,633 25,290 27,923 

計 12,422 28,295 40,718 

㈱伊佐建設 （仮称）船橋市藤原マンション新築工事 平成17年11月完成予定 

㈱カインズ カインズモール嵐山店新築工事 平成18年１月完成予定 

首都高速道路公団 
（現 首都高速道路㈱） 

SJ１４工区（３）躯体構築工事 平成18年10月完成予定 

㈱ノバック （仮称）御影郡家マンション計画 平成19年２月完成予定 

日本道路公団 
（現 東日本高速道路㈱） 

日本海東北自動車道松ヶ崎工事 平成19年５月完成予定 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、「佐田建設再建計画」の達成とグループの営業力及び収益力を強化し、安定した収益が得られ

る経営体質を確立すべく、以下の施策をしてまいります。 

①優位性のある基盤での営業力再構築及び受注の確保 

②徹底したコストダウンの実現による利益重視運営 

③企画提案力、技術提案力の向上による営業力の強化 

④カスタマーメンテナンスシステムの活用による得意先の確保及び新規顧客の開拓 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社では、技術推進室により、土壌汚染対策・バイオマスプロジェクト・屋上緑化等の環境に関する研究開発と

事業化を推進しております。なお、当中間連結会計期間における費用は軽微です。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりである。 

  

  

(2) 設備の除却等 

前連結会計年度末において、設備の除却等の計画は立てていない。また、当中間連結会計期間においても、新た

な設備の除却等の計画はない。 

  

事業所名 

（所在地） 
内容 

投資予定金額（百万円） 
資金調達方法 備考 

総額 既払金額 

アスファルト 

プラント工場 

（群馬県前橋市） 

機械装置等 1,065 55

自己資金 
平成17年11月着手 

平成18年９月完成予定 
計 1,065 55



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）新株予約権の行使による増加である。 

  

種 類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 77,606,166 77,606,166
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 77,606,166 77,606,166 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日（注） 

11,622,013 77,606,166 714 1,886 714 1,940



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記所有株式のうち、信託業務に係る株式はありません。 

２ 所有株式数は千株未満を切捨て表示している。 

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が39,000株(議決権39個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式496株が含まれている。 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住 所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 4,595 5.92 

株式会社群馬銀行 前橋市元総社町194番地 3,185 4.10 

佐田建設従業員持株会 前橋市元総社町一丁目１番地の７ 2,677 3.45 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 2,545 3.27 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,256 1.61 

東京石灰工業株式会社 東京都中央区日本橋茅場町二丁目２番１号 1,050 1.35 

佐田建設伸佐会持株会 前橋市元総社町一丁目１番地の７ 1,049 1.35 

株式会社ヤマダ電機 前橋市日吉町四丁目40番地の11 1,000 1.28 

群馬日産自動車株式会社 前橋市城東町一丁目６番地の８ 636 0.81 

モルガン・スタンレーアン
ドカンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・
スタンレー証券会社東京支
店） 

1585 Broadway 
New York,New York 10036,U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号） 

554 0.71 

計 ― 18,548 23.90 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
 普通株式 7,000 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他)  普通株式 77,275,000 77,275 同 上 

単元未満株式  普通株式 324,166 ― 同 上 

発行済株式総数       77,606,166 ― ― 

総株主の議決権 ― 77,275 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
当  社 

前橋市元総社町一丁目1番
地の7 

7,000 ― 7,000 0.01

計 ― 7,000 ― 7,000 0.01



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

月 別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 142 148 142 139 139 170

最低(円) 119 124 129 130 124 133



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載している。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用している。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、初めて中間連結財務諸表を作成している

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書については前中間連結会計期間との対比は行っていない。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けてい

る。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

    現金預金 ※１  4,803 3,762  

    受取手形  256 206  

    完成工事未収入金  5,742 10,773  

    未成工事支出金  6,151 3,167  

    未収入金  827 832  

    その他  403 478  

    貸倒引当金  △237 △262  

   流動資産合計  17,948 77.3 18,958 78.1

Ⅱ 固定資産     

   有形固定資産     

    建物・構築物 ※２  1,741 1,783  

    土地 ※３  2,620 2,620  

    その他  124 129  

   有形固定資産合計 ※４  4,486 4,533  

   無形固定資産     

    連結調整勘定  18 20  

    その他  39 34  

   無形固定資産合計  57 55  

   投資その他の資産     

    投資有価証券  318 318  

    長期未収入金 ※５  ― 2,472  

    破産債権・更生債権等 ※６  9,132 6,636  

    その他  94 1,137  

    貸倒引当金  △8,818 △9,829  

   投資その他資産合計  727 735  

   固定資産合計  5,271 22.7 5,323 21.9

   資産合計  23,220 100.0 24,282 100.0

      



  

  
当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

    支払手形  2,695 2,447  

    工事未払金  5,794 6,391  

    短期借入金  2,882 5,981  

    未成工事受入金  4,689 3,510  

    完成工事補償引当金  13 10  

    賞与引当金  81 138  

    工事損失引当金  49 66  

    債務保証引当金  371 422  

    事業整理損失引当金  523 647  

    その他  494 507  

   流動負債合計  17,596 75.8 20,123 82.9

Ⅱ 固定負債     

    繰延税金負債  52 51  

    再評価に係る 
繰延税金負債 

 618 598  

    退職給付引当金  1,499 1,346  

   固定負債合計  2,170 9.3 1,996 8.2

   負債合計  19,766 85.1 22,119 91.1

      

(少数株主持分)     

  少数株主持分  27 0.1 28 0.1

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  1,886 8.1 1,171 4.8

Ⅱ 資本剰余金  2,048 8.8 1,267 5.2

Ⅲ 利益剰余金  △1,369 △5.9 △1,183 △4.9

Ⅳ 土地再評価差額金  861 3.7 881 3.7

Ⅴ その他有価証券評価差額金  1 0.0 0 0.0

Ⅵ 自己株式  △0 △0.0 △4 △0.0

   資本合計  3,426 14.8 2,133 8.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

 23,220 100.0 24,282 100.0

      



② 【中間連結損益計算書】 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

  完成工事高 ※１  17,345 100.0 37,934 100.0

Ⅱ 売上原価     

  完成工事原価  16,684 96.2 35,267 93.0

 売上総利益     

  完成工事総利益  661 3.8 2,667 7.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  924 5.3 2,008 5.3

  営業利益  ― 659 1.7

  営業損失  263 △1.5 ―  

Ⅳ 営業外収益     

  受取利息配当金 1 12    

  その他 1 3 0.0 81 93 0.2

Ⅴ 営業外費用     

  支払利息 38 399    

  新株発行費償却 13 ―    

  社債発行費償却 11 ―    

  その他 2 66 0.4 70 469 1.2

  経常利益  ― 282 0.7

  経常損失  326 △1.9 ―  

Ⅵ 特別利益     

  前期損益修正益 ※３ 21 64    

  投資有価証券売却益 ― 216    

  貸倒引当金戻入益 30 102    

  債務保証引当金戻入益 10 61    

  事業整理損失引当金戻入益 88 661    

  賞与引当金戻入益 64 ―    

  債務免除益 ― 13,200    

  その他 ― 215 1.2 51 14,358 37.9

Ⅶ 特別損失     

  前期損益修正損 ※４ 28 32    

  固定資産除却損 3 ―    

  投資有価証券売却損 ― 32    

  投資有価証券評価損 ― 14    

  貸倒引当金繰入額 ― 524    

  その他 0 32 0.2 9 613 1.6

  税金等調整前当期純利益  ― 14,027 37.0

  税金等調整前中間純損失  143 △0.9 ―  

  法人税、住民税及び事業税 39 39    

  法人税等調整額 ― 39 0.2 222 262 0.7

  少数株主利益  0 0.0 6 0.0

  当期純利益  ― 13,758 36.3

  中間純損失  183 △1.1 ―  

      



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,267 3,113

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 増資による新株の発行 ― 1,071  

 ２ 新株予約権行使 
   による新株の発行 

714 ―  

 ３ 自己株式処分差益 65 7  

 ４ 株式交換による増加高 ― 780 188 1,267

Ⅲ 資本剰余金減少高  

 １ 資本準備金取崩による 
 減少高 

― ― 3,113 3,113

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

2,048 1,267

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △1,183 △21,269

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 ― 13,758  

 ２ 減資による増加高 ― 3,660  

 ３ 資本準備金取崩による 
増加高 

― ― 3,113 20,532

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 再評価差額金取崩 
   による減少高 

― 446  

 ２ 役員賞与 3 ―  

 ３ 中間純損失 183 186 ― 446

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

△1,369 △1,183



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前中間純損失（△） 

 △143 14,027

減価償却費  48 141

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △1,035 500

完成工事補償引当金の増減額（減少：△）  2 △0

賞与引当金の増減額（減少：△）  △56 △20

工事損失引当金の増減額（減少：△）  △17 66

債務保証引当金の増減額（減少：△）  △50 △277

事業整理損失引当金の増減額（減少：△）  △124 △939

役員退職給与引当金の増減額（減少：△）  ― △31

退職給付引当金の増減額（減少：△）  153 356

破産債権、更生債権等の増減額（増加：△）  1,004 158

役員賞与の支払額  △3 ―

受取利息及び受取配当金  △1 △12

支払利息  38 399

投資有価証券売却益（益：△）  ― △183

投資有価証券評価損  ― 14

債務免除益  ― △13,200

売上債権の増減額（増加：△）  4,980 △747

未成工事支出金の増減額（増加：△）  △2,983 457

たな卸資産の増減額（増加：△）  4 439

仕入債務の増減額（減少：△）  △446 △2,161

未成工事受入金の増減額（減少：△）  1,179 △461

その他の増減額（減少：△）  147 459

小計  2,696 △1,014

利息及び配当金の受取額  1 12

利息の支払額  △24 △406

法人税等の支払額  △39 △39

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,635 △1,448

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（増加：△）  50 99

貸付による支出  ― △50

貸付金の回収による収入  14 123

有形固定資産の取得による支出  △8 △1,059

有形固定資産の売却による収入  0 989

投資有価証券の取得による支出  △0 △120

投資有価証券の売却による収入  0 1,066

その他収入・支出（△）  ― 283

投資活動によるキャッシュ・フロー  56 1,333



  

  
  

   
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（減少：△）  △3,099 △791

長期借入金の返済による支出  ― △500

株式発行による収入  ― 2,143

社債発行による収入  1,500 ―

自己株式の売却による収入  ― 57

自己株式の取得による支出  △0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,600 906

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（減少：△）  1,091 791

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  3,692 2,900

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  4,783 3,692
    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

連結子会社の数   ５社
連結子会社の名称 

佐田道路株式会社 
株式会社島田組 
株式会社リフォーム群馬 
彩光建設株式会社 
株式会社前橋機材センター 

  

連結子会社の数   ５社 
連結子会社の名称 

佐田道路株式会社 
株式会社島田組 
株式会社リフォーム群馬 
彩光建設株式会社 
株式会社前橋機材センター 

平成16年10月1日の株式交換等によ

り、上記の佐田道路株式会社ほか４社

が連結子会社となったため、当連結会

計年度から連結の範囲に含めている。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

      持分法適用会社の名称 

佐田道路株式会社 

彩光建設株式会社 

なお、上記２社は平成16年10月1日の

株式交換等により、連結子会社になっ

ている。 

３ 連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結

決算日と一致している。 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致している。 

４ 会計処理基準に関する

事項 

 (1) 資産の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

   （評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

   （評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。） 

  時価のないもの 

   同左 

  たな卸資産 

  未成工事支出金 

   個別法による原価法 

  材料貯蔵品 

   最終仕入原価法 

たな卸資産 

   同左 

 (2) 固定資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

定率法(ただし、建物(建物附属設備

を除く)については定額法)によって

いる。なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。 

無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っている。また、自社利用のソフト

ウエアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっている。 

  

  

有形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

無形固定資産 

   同左 

  

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、各事業年度毎に一括し

少額減価償却資産 

   同左 



て３年間で均等償却を行っている。 

  長期前払費用 

定額法によっている。 

なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

いる。 

  

長期前払費用 

   同左 

 (3) 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してい

る。 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理してい

る。 

  

新株発行費 

   同左 

 (4) 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。 

貸倒引当金 

   同左 

  完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵補修等の費用に備

えるため、過去２年間の完成工事補償

実績に基づいた将来の補償見込額を計

上している。 

完成工事補償引当金 

   同左 

  賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額のうち、当中間連結会計期間に

帰属する額を計上している。 

賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額のうち、当連結会計年度に帰属

する額を計上している。 

  工事損失引当金 

受注工事の損失発生に備えるため、当

中間連結会計期間末における手持ち受

注工事のうち、翌期以降に損失の発生

が見込まれ、かつ金額を合理的に見積

もることのできる工事について、損失

見積額を計上している。 

工事損失引当金 

受注工事の損失発生に備えるため、当

連結会計年度末における手持ち受注工

事のうち、翌期以降に損失の発生が見

込まれ、かつ金額を合理的に見積もる

ことのできる工事について、損失見積

額を計上している。 

  債務保証引当金 

債務保証の履行による損失に備えるた

め、債務保証先の財政状態及び損益状

況を勘案して、損失負担見込額を計上

している。 

債務保証引当金 

   同左 

  事業整理損失引当金 

「佐田建設再建計画」に基づく不動産

事業の分割等に際して負担することが

見込まれる損失に備えるため、その事

業内容等を検討して合理的に見積もら

れる金額を計上している。 

事業整理損失引当金 

   同左 

      

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上して

いる。また、一部の連結子会社につ

いては簡便法を適用している。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。また、一部の連結子会

社については簡便法を適用してい

る。 

  



  

  

会計処理の変更 

  

なお、会計基準変更時差異は、15年

による均等額を費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(11年)による定額法により費用

処理している。数理計算上の差異

は、各期の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(11年)

による定額法によりそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとしてい

る。 

  

   同左 

  役員退職給与引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規による必要額の２分の１を

計上している。 

なお、当社は役員全員の同意によ

り、「佐田建設再建計画」に基づく

再建期間中は過年度分を含め役員退

職慰労金の支給を返上する事となっ

たため、中間期末現在の残高はな

い。 

役員退職給与引当金 

   同左 

  

  

なお、当社は役員全員の同意によ

り、「佐田建設再建計画」に基づく

再建期間中は過年度分を含め役員退

職慰労金の支給を返上する事となっ

たため、期首現在の役員退職給与引

当金は全額取崩しており期末現在の

残高はない。 

  

 (5) リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

  

   同左 

  

 (6) その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項 

完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型の工事

(工期が１年を超え、かつ、請負金

額が３億円以上)については、工事

進行基準によっている。 

なお、工事進行基準によった完成工

事高は4,263百万円で完成工事原価

は4,232百万円である。 

  

消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式によっている。 

  

完成工事高の計上基準 

   同左 

  

  

  

  

なお、工事進行基準によった完成工

事高は12,475百万円で完成工事原価

は11,703百万円である。 

  

消費税及び地方消費税の会計処理 

   同左 

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価格

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっている。 

   同左 

      

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 



  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第6号）を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

項 目 
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

１ ※４有形固定資産の減価

償却累計額 

  

2,822百万円 2,792百万円

２ 担保資産 下記の資産は、短期借入金338百万円

の担保に供している。 

  

  

      

※２建物 1,693百万円

※３土地 2,458百万円

 計 4,151百万円

下記の資産は、短期借入金2,682百万円

の担保に供している。 

  

上記の他、運転資金の借入に対し

て工事代金債権9,215百万円を債権

譲渡担保として差入れている。 

  

※１預金 40百万円

※２建物 1,732百万円

※３土地 2,458百万円

 計 4,230百万円

３ 偶発債務 下記の法人等の銀行借入金について保

証している。 

市川秀一 214百万円

医療法人 

中央群馬脳神経 

外科病院 

75百万円

 計 290百万円

   

下記の法人等の銀行借入金について保

証している。 

市川秀一 219百万円

医療法人 

中央群馬脳神経 

外科病院 

78百万円

 計 297百万円

４ 受取手形割引高及び裏書

譲渡高 

受取手形割引高      ―百万円 

  

受取手形裏書譲渡高    61百万円 

  

受取手形割引高      158百万円 

  

受取手形裏書譲渡高    125百万円 

５ ※５※６長期未収入金の

破産債権、更生債権等への振

替 

長期にわたり回収することとして、

「長期未収入金」に計上していた債権

（2,469百万円）の回収が困難なた

め、「破産債権、更生債権等」へ振替

えた。なお、これらの債権のうち回収

不能と見込まれる額に対しては全額貸

倒引当金を計上している。 

      

      



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

項 目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ ※１完成工事高 当社グループの売上高は、通常の営業の
形態として、上半期に比べ下半期に完成
する工事の割合が大きいため、連結会計
年度の上半期の売上高と下半期の売上高
との間に著しい相違があり、上半期と下
半期の業績に季節的変動がある。 

     

２ ※２販売費及び一般管理

費の主な内訳 

販売費及び一般管理費の主な内訳は、

次のとおりである。 

従業員給与手当 398百万円

退職給付費用 84百万円

減価償却費 48百万円

雑費 105百万円

販売費及び一般管理費の主な内訳は、

次のとおりである。 

従業員給与手当 761百万円

退職給付費用 180百万円

減価償却費 136百万円

雑費 281百万円

３ ※３前期損益修正益 前期損益修正益の内訳は、次のとおり

である。 

過年度工事 

原価減少額 
11百万円

その他 10百万円

計 21百万円

前期損益修正益の内訳は、次のとおり

である。 

過年度工事 

原価減少額 
20百万円

その他 44百万円

計 64百万円

４ ※４前期損益修正損 前期損益修正損の内訳は、次のとおり

である。 

過年度工事 

原価増加額 
17百万円

その他 10百万円

計 28百万円

前期損益修正損の内訳は、次のとおり

である。 

過年度工事 

原価増加額 
27百万円

その他 4百万円

計 32百万円

      

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

現金預金勘定 4,803百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△20百万円

現金及び現金同等物 4,783百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金預金勘定 3,762百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△70百万円

現金及び現金同等物 3,692百万円

  

２ 会社分割に伴い承継した資産及び負債の主な内訳 

３ 新株予約権の行使による資本金並びに資本準備金の

増加額及び新株予約権付社債の減少額は次のとおり

である。 

流動資産 8,736百万円

固定資産 8,193百万円

流動負債 16,930百万円

資本金増加額 714百万円

資本準備金増加額 714百万円

新株予約権付社債減少額 1,428百万円



(リース取引関係) 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の中間期

末残高等に占める未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

  

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

備品 69 37 31

ソ フ ト ウ
エア 

14 8 5

合計 83 46 36

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

  

取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

備品 52 45 6 

ソ フ ト ウ
エア 

21 18 3 

合計 74 63 10 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は有形

固定資産の中間期末残高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

  

１年内 12百万円 

１年超 24百万円 

計 36百万円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法により算定

している。 

  

１年内 8百万円

１年超 1百万円

計 10百万円

③ 当中間期の支払リース料、減価償却費相当額 

  

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額 

  

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同 左 

  

（減損会計について） 

リース資産に配分された減損損失はないため、項

目等の記載は省略している。 

  

       

    



(有価証券関係) 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価評価されていない主な有価証券 

  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価

損14百万円を計上している。 

  

２ その他有価証券で時価評価されていない主な有価証券 

  

  

種  類 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

差  額 

（百万円） 

株 式 2 4 1 

合  計 2 4 1 

種  類 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

非上場株式 294 

債券 20 

合  計 314 

種  類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対 

照表計上額 

（百万円） 

差  額 

（百万円） 

株 式 2 3 1 

合  計 2 3 1 

種  類 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

非上場株式 294 

債券 20 

合  計 314 



(デリバティブ取引関係) 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日) 

  

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日) 

  

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

  

  



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、前連結会計年度(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日) 

  

当社及び連結子会社の事業は、建設事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、開示対象となるセグ

メントはないため、記載していない。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、前連結会計年度(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日) 

  

重要な在外支店及び在外連結子会社がないため、記載していない。 

  

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、前連結会計年度(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日) 

  

海外売上高がないため、記載していない。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純損失又は１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

項 目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 44.15円 32.63円 

１株当たり当期純利益 ― 円 248.30円 

１株当たり中間純損失 2.73円 ― 円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式がない
ため記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式がない
ため記載していない。 

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益 ― 百万円 13,758百万円

中間連結損益計算書上の中間純損失 183百万円 ― 百万円

普通株式に係る当期純利益 ― 百万円 13,758百万円

普通株式に係る中間純損失 183百万円 ― 百万円

普通株式に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項なし 該当事項なし

普通株式の期中平均株式数 67,290,943株 55,413,350株



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

           

当社は、平成17年6月1日開催の取締役会において、次の

とおり第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換

社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行を

決議し、同年６月17日に発行した。 

１．発行総額 金15億円 

２．発行価額 額面100円につき金100円 

３．利率 本社債に利息は付さない。 

４．償還期限 平成19年６月15日 

５．新株予約権の内容   

①転換価額 １株につき当初133円 

②転換価額の修正 毎月第３金曜日まで（当日を含む）

の３連続取引日の株式会社東京証券

取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値の90％に

相当する金額に修正される。 

ただし、上限転換価額は200円、下

限転換価額は67円とする。 

③行使請求期間 平成17年６月20日から平成19年６月

14日まで 

④行使の条件 当社が本社債を繰上償還する場合ま

たは当社が本社債につき期限の利益

を喪失した場合には、それぞれ償還

日または期限の利益の喪失日以後本

新株予約権を行使することはできな

い。 

当社が本社債権者の請求により本社

債を繰上償還する場合には、本新株

予約権付社債券が償還金支払場所に

提出された時以降、本新株予約権を

行使することはできない。また、各

本新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 

６．募集方法 第三者割当の方法により、全額を野

村證券株式会社に割り当てる。 

７．資金使途 主に運転資金に充当する。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区 分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金預金 ※１ 3,132   3,886 3,101   

受取手形   103   168 134   

完成工事 
未収入金 

  6,364   5,634 10,304   

未成工事支出金   3,658   5,853 2,823   

不動産事業 
支出金 

※２ 2,431   ― ―   

販売用不動産 ※３ 10,332   ― ―   

短期貸付金   327   ― ―   

その他流動資産 ※４ 1,387   780 881   

貸倒引当金   △126   △6 △26   

流動資産合計     27,610 57.9 16,317 74.3   17,218 75.2

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建 物 ※５ 4,188   1,695 1,734   

土 地 ※６ 13,170   2,458 2,458   

その他   214   90 96   

  有形固定資産計 ※７ 17,573   4,244 4,289   

無形固定資産   33   36 32   

投資その他の資産           

長期貸付金   1,037   ― 1,037   

長期未収入金 ※８ 2,476   ― 2,472   

破産債権・更生債権等 ※９ 12,627   9,132 6,636   

その他投資等 ※10 1,354   1,043 1,048   

貸倒引当金   △15,021   △8,818 △9,829   

投資その他資産計   2,474   1,358 1,365   

固定資産合計     20,081 42.1 5,639 25.7   5,686 24.8

資産合計     47,692 100.0 21,956 100.0   22,905 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区 分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形   2,065   2,637 2,325   

工事未払金   5,488   5,406 5,905   

短期借入金   21,518   2,877 5,976   

未成工事受入金   3,889   4,375 3,206   

未払法人税等   20   16 35   

完成工事補償 
引当金 

  4   7 6   

賞与引当金   63   64 126   

工事損失引当金   ―   49 66   

債務保証引当金   539   371 422   

事業整理損失 
引当金 

  11,100   523 647   

その他流動負債   329   310 293   

流動負債合計     45,019 94.4 16,639 75.8   19,012 83.0

Ⅱ 固定負債           

繰延税金負債   79   0 0   

再評価に係る 
繰延税金負債 

  482   618 598   

退職給付引当金   1,120   1,451 1,302   

固定負債合計     1,682 3.5 2,070 9.4   1,901 8.3

負債合計     46,702 97.9 18,710 85.2   20,913 91.3

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     1,171 2.5 1,886 8.6   1,171 5.1

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   1,071   1,940 1,225   

その他 
資本剰余金 

  ―   65 ―   

資本剰余金合計     1,071 2.2 2,005 9.1   1,225 5.4

Ⅲ 利益剰余金           

任意積立金   118   ― 118   

中間(当期) 
未処理損失 

  2,080   1,507 1,400   

利益剰余金合計     △1,961 △4.1 △1,507 △6.8   △1,282 △5.6

Ⅳ 土地再評価差額金     710 1.5 861 3.9   881 3.8

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    0 0.0 1 0.0   0 0.0

Ⅵ 自己株式 ※11   △2 △0.0 △0 △0.0   △4 △0.0

資本合計     989 2.1 3,246 14.8   1,992 8.7

負債資本合計     47,692 100.0 21,956 100.0   22,905 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区 分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高           

完成工事高 ※１   15,845 100.0 15,173 100.0   35,603 100.0

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価     14,953 94.4 14,771 97.4   33,254 93.4

売上総利益           

完成工事総利益     891 5.6 402 2.6   2,348 6.6

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    1,023 6.5 743 4.9   1,845 5.2

営業利益     ― ―   502 1.4

営業損失     131 △0.8 341 △2.2   ― 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   0   0 0   

受取配当金   10   1 10   

その他   88 99 0.6 14 16 0.1 97 108 0.3

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   345   38 398   

その他   22 368 2.3 27 66 0.5 56 455 1.3

経常利益     ― ―   155 0.4

経常損失     400 △2.5 390 △2.6   ― 

Ⅵ 特別利益           

前期損益修正益 ※２ 36   14 64   

固定資産売却益   20   ― 20   

投資有価証券 
売却益 

  216   ― 216   

役員退職給与 
引当金戻入益 

  31   ― 31   

貸倒引当金 
戻入益 

  ―   25 102   

債務保証引当 
金戻入益 

  47   10 61   

事業整理損失 
引当金戻入益 

  147   88 661   

賞与引当金 
戻入益 

  ―   64 ―   

債務免除益   13,200 13,698 86.4 ― 203 1.3 13,200 14,358 40.3

Ⅶ 特別損失           

前期損益修正損 ※３ 25   27 32   

固定資産売却損   0   ― 0   

固定資産除却損   2   3 7   

投資有価証券 
売却損 

  32   ― 32   

投資有価証券 
評価損 

  14   ― 14   

貸倒引当金 
繰入額 

  196   ― 500   

その他   ― 271 1.7 0 30 0.2 ― 587 1.6

            



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区 分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

税引前中間 
(当期)純利益 

    13,026 82.2 ―   13,926 39.1

税引前中間 
純損失 

    ─ 218 △1.5   ―  

法人税、 
住民税 
及び事業税 

  12   6 25   

法人税等 
調整額 

  186 198 △1.2 ― 6 △0.0 222 248 △0.7

中間（当期） 
純利益 

    12,827 81.0 ―   13,678 38.4

中間純損失     ─ 225 △1.5   ─  

前期繰越損失     18,292 1,282   18,292 

資本金減少に 
よる欠損填補額 

    3,660 ―   3,660 

再評価差額金 
取崩額 

    △275 ―   △446 

中間（当期） 
未処理損失 

    2,080 1,507   1,400 

            



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 13,026 

減価償却費 94 

貸倒引当金の増加額 156 

債務保証引当金の減少(△)額 △47 

完成工事補償引当金の減少(△)額 △0 

賞与引当金の減少(△)額 △84 

事業整理損失引当金の減少(△)額 △550 

役員退職給与引当金の減少(△)額 △31 

破産債権、更生債権等の増加(△)額 △391 

退職給付引当金の増加額 170 

受取利息及び受取配当金 △11 

支払利息 345 

固定資産売却益 △20 

固定資産売却損 0 

固定資産除却損 2 

投資有価証券売却益 △216 

投資有価証券売却損 32 

投資有価証券評価損 14 

債務免除益 △13,200 

売上債権の減少額 3,447 

未成工事受入金の増加額 129 

たな卸資産の減少額 422 

仕入債務の減少(△)額 △3,707 

未成工事支出金の増加(△)額 △411 

その他増加額 8 

小計 △820 

利息及び配当金の受取額 11 

利息の支払額 △333 

法人税等の支払額 △37 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,178 



  

（注）前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間及び前事業年度に係る記載はしていない。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区 分 
注記
番号

金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の減少額 31 

短期貸付による支出 △50 

有形固定資産の取得による支出 △4 

有形固定資産の売却による収入 890 

投資有価証券の取得による支出 △120 

投資有価証券の売却による収入 1,058 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,805 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の減少(△)額 △2,146 

長期借入金返済による支出 △500 

株式の発行による収入 2,143 

自己株式取得による支出 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △503 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 122 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,900 

Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末残高 3,023 

    



(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項) 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定している。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

 同左 

有価証券 

子会社株式 

   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定している。） 

時価のないもの 

 同左 

２ たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 不動産事業支出金 

  個別法による原価法 

 販売用不動産 

  個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

  最終仕入原価法 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

  最終仕入原価法 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

  最終仕入原価法 

３ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

 定率法(ただし、建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法) 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。 

無形固定資産 

 定額法(ただし、自社利

用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額

法) 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。 

少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20

万円未満の資産について

は、各事業年度毎に一括し

て３年間で均等償却を行っ

ている。 

長期前払費用 

定額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。 

有形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

無形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

少額減価償却資産 

   同左 

  

  

  

  

長期前払費用 

   同左 

  

有形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

無形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

少額減価償却資産 

   同左 

  

  

  

  

長期前払費用 

   同左 

  

        



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 繰延資産の処理方

法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処

理している。 

  

新株発行費 

   同左 

  

社債発行費 

支出時に全額費用として

処理している。 

新株発行費 

   同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

貸倒引当金 

   同左 

貸倒引当金 

   同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵補修

等の費用に備えるため、過

去２年間の完成工事補償実

績に基づいた将来の補償見

込額を計上している。 

完成工事補償引当金 

   同左 

完成工事補償引当金 

   同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備え

るため、支給見込額のう

ち、当中間会計期間に帰属

する額を計上している。 

賞与引当金 

   同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備え

るため、支給見込額のう

ち、当会計期間に帰属する

額を計上している。 

    

――――― 

工事損失引当金 

 受注工事の損失発生に備

えるため、当中間会計期間

末における手持ち受注工事

のうち、翌期以降に損失の

発生が見込まれ、かつ金額

を合理的に見積もることの

できる工事について損失見

積額を計上している。 

工事損失引当金 

 受注工事の損失発生に備

えるため、当事業年度末に

おける手持ち受注工事のう

ち、翌期以降に損失の発生

が見込まれ、かつ金額を合

理的に見積もることのでき

る工事について損失見積額

を計上している。 

  債務保証引当金 

 債務保証の履行による損

失に備えるため、債務保証

先の財政状態及び損益状況

を勘案して、損失負担見込

額を計上している。 

債務保証引当金 

   同左 

債務保証引当金 

   同左 

  事業整理損失引当金 
「佐田建設再建計画」に基

づく不動産事業等の分割お

よび関連会社の整理または

清算に際して負担すること

が見込まれる損失に備える

ため、その事業内容等を検

討して合理的に見積もられ

る金額を計上している。 

事業整理損失引当金
「佐田建設再建計画」に基

づく不動産事業の分割等に

際して負担することが見込

まれる損失に備えるため、

その事業内容等を検討して

合理的に見積もられる金額

を計上している。 

事業整理損失引当金 
「佐田建設再建計画」に基

づく不動産事業の分割等に

際して負担することが見込

まれる損失に備えるため、

その事業内容等を検討して

合理的に見積もられる金額

を計上している。 

        



  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

なお、会計基準変更時差異

(2,797百万円)について

は、15年による均等額を費

用処理している。過去勤務

債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による

定額法により費用処理して

いる。数理計算上の差異

は、各期の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

額法によりそれぞれ発生の

翌期から費用処理すること

としている。 

退職給付引当金 

   同左 

  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ている。 

なお、会計基準変更時差異

は、15年による均等額を費

用処理している。過去勤務

債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による

定額法により費用処理して

いる。数理計算上の差異

は、各期の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

額法によりそれぞれ発生の

翌期から費用処理すること

としている。 

  

  役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支払

に充てるため、内規による

当中間会計期間末必要額の

２分の１を計上している。 

なお、役員全員の同意によ

り、「佐田建設再建計画」

に基づく再建期間中は過年

度分を含め役員退職慰労金

の支給を返上する事となっ

たため、期首現在の役員退

職給与引当金は全額取崩し

ており、当中間会計期間末

の残高はない。 

役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支払

に充てるため、内規による

当中間会計期間末必要額の

２分の１を計上している。 

なお、役員全員の同意によ

り、「佐田建設再建計画」

に基づく再建期間中は過年

度分を含め役員退職慰労金

の支給を返上する事となっ

たため、当中間会計期間末

の残高はない。 

役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支払

に充てるため、内規による

当事業年度末必要額の２分

の１を計上している。 

なお、役員全員の同意によ

り、「佐田建設再建計画」

に基づく再建期間中は過年

度分を含め役員退職慰労金

の支給を返上する事となっ

たため、期首現在の役員退

職給与引当金は全額取崩し

ており、期間末現在の残高

はない。 

６ 完成工事高の計上

基準 

完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期大型の工事(工期

が１年を超え、かつ、請負

金額が３億円以上)につい

ては、工事進行基準によっ

ている。 

 なお、工事進行基準によ

った完成工事高は4,983百

万円で、完成工事原価は

4,653百万円である。 

完成工事高の計上基準 

同左 

  

  

  

  

  

  

 なお、工事進行基準によ

った完成工事高は4,264百

万円で、完成工事原価は

4,232百万円である。 

完成工事高の計上基準 

同左 

  

  

  

  

  

  

 なお、工事進行基準によ

った完成工事高は12,177百

万円で、完成工事原価は1

1,423百万円である。 

７ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

  

  

同左 

  

同左 



  

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

８ 中間キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

  

  

――――― 

  

――――― 

９ 消費税及び地方消

費税の会計処理 

  

 税抜方式によっている。 

  

  

同左 

  

同左 



(会計処理の変更) 
  

  

(表示方法の変更) 
  

  

 (追加情報) 

  
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号）を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

  

――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（中間貸借対照表） 
前中間会計期間において投資その他
の資産の「その他投資等」に含めて
表示していた「破産債権・更生債権
等」（前中間会計期間714百万円）
は資産総額の100分の５を超えたた
め、当中間会計期間より区分掲記し
ている。 
  

  
――――― ――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
外形標準課税制度の導入 
「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第9号）が平成
15年3月31日に公布され、平成16年4
月1日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当中間会計期間から「法人
事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務
上の取扱」（平成16年2月13日企業
会計基準委員会 実務対応報告第12
号）に従い法人事業税の付加価値割
及び資本割については、販売費及び
一般管理費に計上している。この結
果、販売費及び一般管理費が2百万
円増加し、営業損失及び経常損失が
2百万円増加し、税引前中間純利益
が2百万円減少している。 
  

  
――――― ――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項 目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

１ ※７ 有形固定資
産減価償却累計額 

  
5,561百万円 2,679百万円 2,659百万円 

２    担保資産 下記の資産は、短期借入金
21,518百万円の担保に供し
ている。 

下記の資産は、短期借入金
338百万円の担保に供して
いる。 

下記の資産は、短期借入金
2,682百万円の担保に供し
ている。 

※１ 預金 75百万円 ―百万円 40百万円 

※２ 不動産事業支出金 2,431百万円 ―百万円 ―百万円 

※３ 販売用不動産 10,332百万円 ―百万円 ―百万円 

※５ 建物 4,185百万円 1,693百万円 1,732百万円 

※６ 土地 13,170百万円 2,458百万円 2,458百万円 

※10 その他投資等 351百万円 ―百万円 ―百万円 

    計 30,545百万円     計 4,151百万円     計 4,230百万円   

上記資産の他、運転資
金の借入に対して工事
代金債権を債権譲渡担
保として差入れてい
る。 

    

11,802百万円 

      

―百万円

      

9,215百万円

  

                        

３ 偶発債務 下記の会社等の銀行借入金
に対して保証している。 

  

市川秀一 223百万円

医療法人
群馬中央 
脳神経外科 
病院 

81百万円

㈱佐田住宅 
センター 

31百万円

計 336百万円

下記の法人等の銀行借入金
に対して保証している。 

市川秀一 214百万円

医療法人
群馬中央 
脳神経外科 
病院 

75百万円

計 290百万円

下記の法人等の銀行借入金
に対して保証している。 

市川秀一 219百万円

医療法人 
群馬中央 
脳神経外科 
病院 

78百万円

計 297百万円

４ ※11自己株式 退任取締役より550,085株
の当社株式を無償にて譲り
受けている。 

―――――― 
退任取締役より550,085株
の当社株式を無償にて譲り
受けている。 

５ 手形割引高及び裏
書譲渡高 

受取手形割引高 
58百万円 

  
受取手形裏書譲渡高 

―百万円 

受取手形割引高
―百万円 

  
受取手形裏書譲渡高 

46百万円 

受取手形割引高 
158百万円 

  
受取手形裏書譲渡高 

―百万円 
６ ※４ 消費税等の

取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費
税等は相殺のうえ、流動資
産のその他に含めて表示し
ている。 

同左 
  

  
―――――― 

７ ※８※９長期未収
入金の破産債
権、更生 債 権
等への振替 

  
―――――― 

長期にわたり回収すること
として、「長期未収入金」
に 計 上 し て い た 債 権
（2,469百万円）の回収が
困難なため、「破産債権、
更生債権等」へ振替えた。
なお、これらの債権のうち
回収不能と見込まれる額に
対しては全額貸倒引当金を
計上している。 

  
―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ ※１ 過去１年間
の完成工事
高 

当社の売上高は、通常の
営業形態として、上半期に
比べ下半期に完成する工事
の割合が大きいため、事業
年度の上半期の売上高と下
半期の売上高との間に著し
い相違があり、上半期と下
半期の業績に季節的変動が
ある。当中間期末に至る１
年間の売上高は次のとおり
である。 
  

  

前事業年度
下半期 

27,979百万円

当中間期 15,845百万円

合計 43,824百万円

  
同左 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
前事業年度
下半期 

19,757百万円

当中間期 15,173百万円

合計 34,931百万円

  
  

――――― 

２ 減価償却実施額 
  
  
  

有形固定資産 93百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産 43百万円

無形固定資産 1百万円

有形固定資産 132百万円

無形固定資産 0百万円

３ ※２ 前期損益修
正益 

  
  
  
  

過年度工事
原価減少額 

16百万円

その他 19百万円

  36百万円

過年度工事
原価減少額 

8百万円

その他 6百万円

14百万円

過年度工事 
原価減少額 

44百万円

その他 20百万円

64百万円

４ ※３ 前期損益修
正損 

  
  
  
  

過年度工事
原価増加額 

24百万円

その他 0百万円

  25百万円

過年度工事
原価増加額 

16百万円

その他 10百万円

27百万円

過年度工事 
原価増加額 

27百万円

その他 4百万円

32百万円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

（注）当中間会計期間及び前事業年度に係る「中間キャッシュ・フロー計算書関係」については、前連結会計年度

より連結財務諸表を作成しているため記載していない。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

  
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

  

現金預金勘定 3,132百万円

預入期間が３か月を越える定期預金 △108百万円

現金及び現金同等物 3,023百万円



(リース取引関係) 

  

  

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権
が借主に移転すると認
められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取
引 

① リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額及び中間期末
残高相当額 

  
  なお、取得価額相当額
は、有形固定資産の中間
期末残高等に占める未経
過リース料中間期末残高
の割合が低いため、支払
利子込み法により算定し
ている。 

  

取得
価額 
相当額 
  
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末 
残高 
相当額
(百万円)

備品 52 41 11

その他 21 16 5

合計 74 57 16

① リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額及び中間期末
残高相当額 

  
同左 

 

取得
価額 
相当額
  
(百万円)

減価
償却 
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

備品 49 36 13

その他 10 7 2

合計 60 43 16

① リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高
相当額 

  
  なお、取得価額相当額
は、有形固定資産の期末
残高等に占める未経過リ
ース料期末残高の割合が
低いため、財務諸表等規
則第８条の６第２項の規
定に基づき、支払利子込
み法により算定してい
る。 

 

取得 
価額 
相当額 
  
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額
  
(百万円)

備品 52 45 6

その他 21 18 3

合計 74 63 10

  ② 未経過リース料中間期
末残高相当額 

  なお、未経過リース料
中間期末残高相当額は、
有形固定資産の中間期末
残高等に占める未経過リ
ース料中間期末残高の割
合が低いため、支払利子
込み法により算定してい
る。 

 １年内 10百万円

 １年超 5百万円

 合計 16百万円

② 未経過リース料中間期
末残高相当額 

同左 

１年内 7百万円

１年超 9百万円

合計 16百万円

② 未経過リース料期末残
高相当額 

  なお、未経過リース料
期末残高相当額は、有形
固定資産の期末残高等に
占める未経過リース料期
末残高の割合が低いた
め、財務諸表等規則第８
条の６第２項の規定に基
づき、支払利子込み法に
より算定している。 

１年内 8百万円

１年超 1百万円

合計 10百万円

  ③ 当中間期の支払リース
料、減価償却費相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費 
相当額 

7百万円

③ 当中間期の支払リース
料、減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費
相当額 

5百万円

③ 当期の支払リース料、
減価償却費相当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費 
相当額 

13百万円

  ④ 減価償却費相当額の算
定方法 

  リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっている。 
  

④ 減価償却費相当額の算
定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算
定方法 

同左 

（減損会計について） 

  

  
―――――― 

リース資産に配分された
減損損失はないため、項
目等の記載は省略してい
る。 
  

  
―――――― 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末 (平成16年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のないもの 

  

  

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度(平成17年３月31日) 

前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間末及び前事業年度に係る「有価証券関

係」については、当中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表における注記事項として記載している。 

なお、当中間会計期間末及び前事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

  

  

次へ 

種 類 
取得原価
(百万円) 

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2 3 0 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 2 3 0 

種 類 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社及び関連会社株式 124

(2) その他有価証券 

  非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

287

  債券 20

合 計 432



(デリバティブ取引関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項なし。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度(平成17年３月31日) 

前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間末及び前事業年度に係る「デリバティブ

取引関係」については、当中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表における注記事項として記載している。 

  

(持分法損益等) 

  

（注）当中間会計期間及び前事業年度に係る「持分法損益等」については、前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため

記載していない。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) 1株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失の算定上の基礎 

  

  

項 目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

関連会社に対する投資の金額 114百万円 

持分法を適用した場合の投資の金額 59百万円 

持分法を適用した場合の投資損失の金額 95百万円 

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 15.60円 41.84円 30.47円 

１株当たり中間 
（当期）純利益 

280.37円 ―円 246.25円 

１株当たり中間純損失 ―円 3.35円 ―円 

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益につい
ては、潜在株式がない
ため記載していない。 

同 左

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益につい
ては、潜在株式がない
ため記載していない。 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間(当期)損益計算書上の中間(当期)純利益 12,827百万円 ―百万円 13,678百万円

中間損益計算書上の中間純損失 ―百万円 225百万円 ―百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益 12,827百万円 ―百万円 13,678百万円

普通株式に係る中間純損失 ―百万円 225百万円 ―百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項なし 該当事項なし 該当事項なし 

普通株式の期中平均株式数 45,753,462株 67,290,943株 55,546,748株



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

再建計画に基づく平成16年10月1
日以降の財政状態の変動及び株式
交換・株式譲渡 
①平成16年10月1日以降の財政状
態の変動 
平成16年10月1日に再建計画に基
づき会社分割を行い、不動産事業
部門は上毛土地㈱に承継され、機
材センター事業部門は新たに設立
した㈱前橋機材センター（当社
100％子会社）に承継されており
ます。 
②簡易株式交換 
平成16年10月1日に再建計画に基
づき簡易株式交換を行い、佐田道
路㈱・㈱リフォーム群馬・㈱島田
組が100％子会社となっておりま
す。 
③株式譲渡 
平成16年10月25日に当社保有の上
毛土地㈱の株式を第三者へ全部譲
渡し、上毛土地㈱は当社と関連の
ない会社となっております。な
お、株式譲渡に係る売却損益は発
生していない。 
  

 
        

当社は、平成17年6月1日開催の取締役会
において、次のとおり第１回無担保転換
社債型新株予約権付社債（転換社債型新
株予約権付社債間限定同順位特約付）の
発行を決議し、同年6月17日に発行し
た。 
  
1.発行総額 金15億円 

2.発行価額 額面100円につき金100
円 

3.利率 本社債に利息は付さな
い。 

4.償還期限 平成19年6月15日 

5.新株予約権
の内容 
①転換価額 1株につき当初133円 

②転換価額
の修正 

毎月第3金曜日まで（当
日を含む）の3連続取引
日の株式会社東京証券
取引所における当社普
通株式の普通取引の毎
日の終値の平均値の
90％に相当する金額に
修正される。 
ただし、上限転換価額
は200円、下限転換価額
は67円とする。 

③行使請求
期間 

平成17年6月20日から平
成19年6月14日まで 

④行使の条
件 

当社が本社債を繰上償
還する場合または当社
が本社債につき期限の
利益を喪失した場合に
は、それぞれ償還日ま
たは期限の利益の喪失
日以後本新株予約権を
行使することはできな
い。 
当社が本社債権者の請
求により本社債を繰上
償還する場合には、本
新株予約権付社債券が
償還金支払場所に提出
された時以降、本新株
予約権を行使すること
はできない。また、各
本新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 

6.募集方法 第三者割当の方法によ
り、全額を野村證券株
式会社に割り当てる。 

7.資金使途 主に運転資金に充当す
る。 



前中間会計期間の重要な後発事象の①により、当社の貸借対照表は以下のように変動しております。 

（単位：百万円） 

  

  

  

  

  

  

資産の部 分割前 分割後 増減 負債及び資本の部 分割前 分割後 増減 

流動資産 27,610 14,681 △12,928 流動負債 45,019 18,554 △26,465

現金預金 3,132 3,092 △40 短期借入金 21,518 4,591 △16,927

不動産事業支出金 2,431 ― △2,431 事業整理損失引当金 11,100 1,564 △9,535

販売用不動産 10,332 ― △10,332 その他流動負債 12,401 12,398 △3

材料貯蔵品 176 51 △125 固定負債 1,682 1,784 101

その他流動資産 11,664 11,664 ― 
再評価に係る 

繰延税金負債 
482 584 101

貸倒引当金 △126 △126 ― その他固定負債 1,200 1,200 ―

固定資産 20,081 6,542 △13,538 負債合計 46,702 20,338 △26,363

有形固定資産 17,573 4,958 △12,615        

建物 4,188 1,949 △2,239 資本金 1,171 1,171 ―

土地 13,170 2,899 △10,270 資本剰余金 1,071 1,071 ―

その他 214 109 △105 利益剰余金 △1,961 △2,215 △253

無形固定資産 33 32 △0 土地再評価差額金 710 860 150

投資その他の資産 2,474 1,551 △923 
その他有価証券 

評価差額金 
0 0 ―

破産債権,更生債権等 12,627 6,830 △5,796 自己株式 △2 △2 ―

その他投資等 4,868 4,244 △624 資本合計 989 885 △103

貸倒引当金 △15,021 △9,523 5,497 （自己資本比率） （2.1％） （4.2％）  

資産の部の計 47,692 21,224 △26,467 負債・資本の部の計 47,692 21,224 △26,467



(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

１ 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第56期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

  

２ 
有価証券報告書 
の訂正報告書 

  
（上記１に係る訂正
報告書） 

  
平成17年11月７日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月14日

佐 田 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐田建設株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、佐田建設株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月８日

佐 田 建 設 株 式 会 社 
取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 佐田建設株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、佐田建

設株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は再建計画に基づき、平成１６年１０月１日に不動産事業部門を上毛土地株

式会社に分割承継し、平成１６年１０月２５日に同社株式を第三者に全部譲渡した。これによる売却損益は発生していない。なお、

会社分割後の財政状態については注記に記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 河 村   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月14日

佐 田 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 佐田建設株式会社

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、佐田建

設株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 
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